
 

 

１ 業務の内容 

 

地方職員共済組合は、組合員及びその遺族の生活の安定と福祉の向上に寄与すると

ともに、公務及び業務の能率的運営に資することを目的として設立され、次に掲げる

業務を行っている。 

 

（１）短期給付 

 

組合員及び被扶養者の病気、負傷、出産、死亡、災害等に関する給付 

 

 

（２）長期給付 

 

組合員の退職、障害又は死亡に関する給付 

 

 

（３）福祉事業 

 

① 組合員及びその被扶養者の健康教育、健康相談、健康診査その他の健康の保

持増進のための必要な事業 

② 法第１１２条の２に規定する特定健康診査及び特定保健指導 

③ 組合員の保健、保養若しくは宿泊又は教養のための施設の経営 

④ 組合員の利用に供する財産の取得、管理又は貸付け 

⑤ 組合員の貯金の受入れ又はその運用 

⑥ 組合員の臨時の支出に対する貸付け 

⑦ 組合員の需要する生活必需物資の供給 

  ⑧ その他組合員の福祉の増進に資する事業で組合の事業計画で定めるもの 

 

 

（４）費用の負担 

 

短期給付に要する費用は、組合員と地方公共団体等が折半で負担することとなっ

ている。 

ただし、育児休業手当金及び介護休業手当金については、当該手当金の額に雇用

保険法の規定による育児休業給付及び介護休業給付に係る国庫の負担の割合を参酌

して定める割合を乗じて得た額は、地方公共団体等の負担とされている。 

長期給付に要する費用は、公務等による年金については地方公共団体等が全額負

担し、その他の給付については、組合員と地方公共団体等が折半で負担することと

なっている。 

なお、基礎年金拠出金の負担に要する費用の２分の１に相当する額は、地方公共



 

 

団体が負担することとなっている。 

福祉事業に要する費用は、組合員と地方公共団体等が折半で負担することとなっ

ている。 

共済組合の事務に要する費用については、地方公務員等共済組合法第１１３条第

４項の規定に基づき、総務大臣の定めるところにより地方公共団体が負担する金額

については、平成２０年総務省告示第１８３号により、組合の事務に要する費用（福

祉事業に係る事務を除く。）の額に１００分の６７．５を乗じて得た額に相当する額

となっており、また、地方公務員等共済組合法施行規程第７条第１項の規定に基づ

き、地方公務員共済組合が負担する金額については、組合の事務に要する費用（福

祉事業に係る事務を除く。）の額に１００分の３２．５を乗じて得た額に相当する額

となっている。 

 

 

２ 事務所の所在地 

 

事 務 所 名 郵便番号 住     所 電話番号 

地方職員共済組合 

地方共済事務局         
102-8601 

東京都千代田区平河町 

２－４－９ 
03-3261-9821 

 



 

 

３ 役員の状況 

 

役員は、理事長、理事、監事である。 

理事長及び監事は総務大臣が任命し、理事は理事長が総務大臣の認可を受けて任命

している。 

役員の任期は、２年である。 

平成２６年３月末現在の役員の状況は、次のとおりである。 

なお、役員の定数は理事長１人、理事若干人、監事３人である。 

 

役  職 氏   名 経 歴 等 

 

理 事 長     

 

河 野   栄 

 

元地方公務員共済組合連合会理事長 

 

 

 

理  事 

（常 勤） 

 

塚 田 桂 祐 

 

元新潟市副市長 

 

 

 

理  事 

（非常勤） 

 

福 田   毅 

 

茨城県総務部長 

 

 

 

理  事 

（非常勤） 

 

岡 野 弘 文 

 

群馬県総務部長 

 

 

 

理  事 

（非常勤） 

 

舩 山   整 

 

自治労山形県職員連合労働組合中央執行委員長 

 

 

 

監   事 

（常 勤） 

 

川 村   毅 

 

元自治大学校副校長 

 

 

 

監  事 

（非常勤） 

 

鈴 木 登三雄 

 

福島県会計管理者兼出納局長 

 

 

 

監  事 

（非常勤） 

 

森 本 佳 広 

 

徳島県職員連合労働組合執行委員長 

 

 

 （注）  非常勤役員の経歴は、現職を記載している。 

 



 

 

４ 組合の職員の定数及びその増減 

 

区     分 ２５ 年 度 前 年 度 増 △ 減 

業 務 経 理  ２１２人 １０人 

保 健 経 理     ９９人  △７人 

医 療 経 理     ７９人 △２人 

宿 泊 経 理     ２０６人 △２６人 

貯 金 経 理     ３１人 ２人 

貸 付 経 理     ６４人 △６人 

物 資 経 理     ２２人 △２人 

合     計    ７１３人 △３１人 

 

 

５ 組合の沿革 

 

昭和１６年２月に政府職員に対する医療給付等を行うため、政府職員共済組合令（昭

和１５年勅令第８２７号）に基づいて、内務省、警視庁、北海道庁、各府県の職員（教

職員及び警察職員を除く。）等をもって「内務職員共済組合」が組織された。 

昭和２３年７月に旧国家公務員共済組合法が制定されるにおよび、同法に基づき都

道府県に属する国家公務員（地方事務官）及び道府県の職員（教職員及び警察職員を

除く。）をもって組織する「地方職員共済組合」となった。 

昭和３７年１２月に地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号）が制定

され、同法に基づく「地方職員共済組合」として新たに発足した。平成１２年４月の

地方事務官制度の廃止に伴い、現在は常勤の道府県の職員（公立学校及び警察の職員

を除く。）等に対し、短期給付及び長期給付の制度を適用し、併せて福祉事業を実施し

ている。 

 

 

６ 根 拠 法 

 

地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号） 

 

 

７ 主務大臣 

 

総 務 大 臣 



 

 

８ 運営審議会の概要 

 

組合の定款の変更、運営規則の作成及び変更、毎事業年度の事業計画並びに予算及

び決算、その他組合の業務に関する重要事項を調査審議するために運営審議会が設置

されている。 

運営審議会は、委員１６人以内で組織され、委員は、組合員のうち、組合員を代表

する者である委員８人、組合員を代表する者以外の者である委員８人とし、総務大臣

が任命することとなっている。 

委員の任期は、２年である。 

平成２６年３月末現在の運営審議会委員の状況は、次のとおりである。 

 

（運営審議会委員） 

職  名 氏   名 所  属  団  体 

会  長 横 内 正 明 山梨県知事 

会長代理 大 竹 准 一 神奈川県総務局組織人材部長 

会長代理 大  門  正  彦 全日本自治団体労働組合特別中央執行委員 

委    員 黒 澤 俊 一 岩手県総務部総務事務センター職員福祉担当課長 

委    員 鈴 木 敬 志 静岡県経営管理部職員局福利厚生課長 

委    員 大 藤 耕 平 滋賀県総務部人事課福利厚生室長 

委    員 藤 井 一 成 広島県総務局福利課長 

委    員 井 上 博 民 愛媛県総務部管理局人事課職員厚生室長 

委    員 鎌 田 博 敬 福岡県総務部総務事務センター課長 

委    員 間 山 縫 子 青森県職員労働組合中央執行委員長 

委    員 清 水 瑞 祥 茨城県職員労働組合中央執行委員長 

委    員 長 沢  正 一 新潟県職員労働組合執行委員長 

委    員 桝 田 靖 憲 福井県庁職員組合執行委員長 

委    員 山 口 博 幸 自治労広島県職員連合労働組合中央副執行委員長 

委    員 宇都宮   理 愛媛県職員労働組合執行委員長 

委    員 杉 本 英 俊 鹿児島県職員労働組合執行委員長 

 



 

 

９ その他の組合の概要 

 

（１）審査会 

組合員の資格若しくは給付に関する決定、掛金の徴収、組合員期間の確認等に関

する不服の審査を行うために審査会が設置されている。 

審査会は委員６人で組織され、委員は、組合員を代表する者、地方公共団体を代

表する者及び公益を代表する者それぞれ２人とし、理事長が委嘱することとなって

いる。 

委員の任期は、３年である。 

平成２６年３月末現在の審査会委員の状況は、次のとおりである。 

 

（審査会委員） 

職  名 氏   名 所  属  団  体 

会  長 山 﨑 泰 彦 神奈川県立保健福祉大学名誉教授 

委  員 平 谷 英 明 帝京大学法学部教授 

委  員 石 橋 正二郎 埼玉県総務部副部長 

委  員 梅 木 弘 之 千葉県総務部次長 

委  員 福 田 五 月 岐阜県職員労働組合連合会書記長 

委  員 竹 山 泰 治 兵庫県職員労働組合副中央執行委員長 



 

 

（２）地方共済事務局の組織 

 

 

運営審議会   

 

審 査 会 

                                                 宿泊施設、診療所等 

                               道府県支部        

                                                 所 属 所 

                  監  事 

 

     理 事 長     理  事                                        総 務 課 

                                                総 務 部    管 理 課 

                              地方共済事務局                財 務 課 

                                                               運 用 課 

                                                               会 計 課 

 

                                                                 企 画 課 

                                                  年 金 部     審査第一課 

                                                            審査第二課 

                                                                 給 付 課 

                                                                 調 整 課 

                                                                 年金相談室 

 

                                                  保健福祉部     保 健 課 

                                                                 福 祉 課 

 

                                                  監 査 室 

 

 理  事     団体共済部(略) 

 

 



（２） 組合員数、被扶養者数並びに給料月額及び期末手当等の額

  ３２３，２０３円で前年度末より１７，３５２円（５．１％）の減となっている。

  付分が１，４９２，５９２円で前年度より１８，２１３円（１．２％）の減となっている。

(単位：人・％)

平成24年度末 平成25年度末 平成24年度末 平成25年度末

地方公務員 293,045 292,282 335,516 326,960

組合職員  591 572 532 487

職員団体専従職員 259 254 416 408

小　　　計 293,895 293,108 336,464 327,855

（うち女性） (98,984) (100,325)       　　　－       　　　－

  知 事 組 合 員 46 46 69 63

  船員一般組合員 969 951 1,664 1,597

294,910 294,105 338,197 329,515

対前年度比較増減 △ 1,831 △ 805 △ 10,065 △ 8,682

(△0.6) (△0.3) (△2.9) (△2.6)

  継続長期組合員 169 176       　　　－       　　　－

  任意継続組合員 6,045 5,003 4,461 3,643

301,124 299,284 342,658 333,158

(100,645) (101,716) － －

△ 2,085 △ 1,840 △ 10,310 △ 9,500

(△0.7) (△0.6) (△2.9) (△2.8)

(1,238) (1,071) － －

－ － 1.14 1.11

196,547 194,776 74,775 72,864

備考　１　地方公務員及び職員団体専従職員には、地方独立行政法人の職員を含む。
　 　 　２　組合員１人当たり被扶養者数は、一般組合員、知事組合員、船員一般組合員及び任意継続組合員の総数で被扶養者数を除したものである。
　　　  ３　介護保険第２号被保険者は、一般組合員、知事組合員、船員組合員及び任意継続組合員並びにそれぞれの被扶養者のうち、４０才以上６５才
　　　　 未満の者である。

平成24年度末 平成25年度末 平成24年度末 平成25年度末 平成24年度末 平成25年度末 平成24年度末 平成25年度末

100,085,123 94,654,213 99,787,233 94,451,018 443,700,395 437,173,023 442,699,546 436,176,810

186,110 173,440 184,774 171,966 817,116 786,528 802,963 778,568

88,829 82,970 88,829 82,970 437,380 427,244 437,380 425,227

100,360,062 94,910,623 100,060,836 94,705,954 444,954,891 438,386,795 443,939,889 437,380,605

49,229 46,783 28,520 28,520 217,716 219,637 137,785 137,782

338,630 314,862 338,629 314,862 1,476,390 1,435,223 1,476,420 1,435,275

－ － 62,676 63,312 － － 252,620 287,661

1,787,693 1,455,802 － － － － － －

102,535,614 96,728,070 100,490,661 95,112,648 446,648,997 440,041,655 445,806,714 439,241,323

△ 1,096,871 △ 5,807,544 △ 1,020,695 △ 5,378,013 △ 5,667,032 △ 6,607,342 △ 5,751,356 △ 6,565,391

(△1.1) (△5.7) (△1.0) (△5.4) (△1.3) (△1.5) (△1.3) (△1.5)

円 円 円 円 円 円 円 円

及び期末手当等の額 340,701 323,388 340,555 323,203 1,514,526 1,496,206 1,510,805 1,492,592

75,424,463 70,934,581 － － 334,617,437 330,975,549 － －介護保険第２号被保険者

   知 事 組 合 員

   船員一般組合員

   継続長期組合員

   任意継続組合員

組合員１人当たり給料月額

（増減割合）

対前年度比較増減

　　ア　組合員数は、２９９，２８４人で前年度末より一般組合員等で８０５人の減、合計で１，８４０人（０．６％）の減となっている。

　　イ　組合員１人当たり被扶養者数は、１．１１人となっており、前年度末より０．０３人の減となっている。

期 末 手 当 等 の 額

計

（増減割合）

合　　　計

区　分

介護保険第２号被保険者

一
般
組
合
員
等

一
般
組
合
員

一
般
組
合
員 計

地方公務員

組合職員  

職員団体専従職員

　合　　　計

　　ウ　組合員１人当たり給料月額は、短期給付及び福祉事業分が３２３，３８８円で前年度末より１７，３１３円（５．１％）の減となっており、長期給付分が

組 合 員 数区　分

組合員種別

組合員１人当たり被扶養者

被 扶 養 者 数

（増減割合）

　（うち女性）

　　エ　組合員１人当たり期末手当等の額は、短期給付及び福祉事業分が１，４９６，２０６円で前年度より１８，３２０円(１．２％)の減となっており、長期給

短期給付及び福祉事業

（うち女性）

対前年度比較増減

長 期 給 付

組合員種別

（単位：千円・％）

短期給付及び福祉事業 長 期 給 付

給　　料　　月　　額



（３） 各経理における業務の実施状況

ア　短期給付事業

　組合員とその被扶養者の病気、負傷、出産、死亡並びにその他災害等に関する法定給付（医療費、出産費、埋葬料など）

及び附加給付（家族療養費附加金、出産費附加金、傷病手当金附加金など）に係る給付費に一部負担金払戻金の額を加えた

給付総額は、８６９億３，３８７万８千円であり、平成２４年度の給付総額に比べ、１６億９，１８４万９千円の減となっ

ている。

　また、前期高齢者納付金等の納付額は、８４４億０，１４０万８千円であり、平成２４年度の納付額に比べ、１２億

４，３０１万５千円の減となっている。なお、病床転換支援金は平成２０・２１年度に徴収した支援金の剰余金を受入金と

して充てたため、平成２２年度以降の負担は発生していない。

○短期給付の支給状況　

平　成　２４　年　度 平　成　２５　年　度

千円 千円 千円 

33,323,830 33,368,549 44,719

41,355,554 40,513,622 △ 841,932

74,679,384 73,882,171 △ 797,213

3,301,945 3,257,879 △ 44,066

7,881,165 7,683,650 △ 197,515

225,681 52,495 △ 173,186

86,088,175 84,876,195 △ 1,211,980

744,780 702,616 △ 42,164

772,042 363,052 △ 408,990

1,516,822 1,065,668 △ 451,154

87,604,997 85,941,863 △ 1,663,134

1,020,730 992,015 △ 28,715

88,625,727 86,933,878 △ 1,691,849

備考　保健給付（法定給付）のうち「医療費」は医療給付の他、薬剤支給、移送費及び家族移送費を含めたものであり、

　　「その他」は出産費、家族出産費、埋葬料及び家族埋葬料である。

○前期高齢者納付金等の納付状況

平　成　２４　年　度 平　成　２５　年　度 増 減 額

千円 千円 千円 

1,275 1,125 △ 150

8,619,012 8,490,428 △ 128,584

43,437,783 41,500,610 △ 1,937,173

33,586,353 34,409,245 822,892

0 0 0

85,644,423 84,401,408 △ 1,243,015

増 減 額

附

加

給

付

法

定

給

付

給 付 総 額

災 害 給 付

保

健

給

付

医

療

費

家 族 療 養 費 附 加 金

前 期 高 齢 者 納 付 金

後 期 高 齢 者 支 援 金

そ の 他 の 附 加 金

計

区 分

本 人

家 族

小 計

休 業 給 付

計

そ の 他

計

合 計

一 部 負 担 金 払 戻 金

総 計

病 床 転 換 支 援 金

区 分

老 人 保 健 拠 出 金

退 職 者 給 付 拠 出 金



〇　資産運用状況及び構成割合

金      額 構成割合 金      額 構成割合

　１号資産   普通・通知預金 3,345,925 0.46 2,864,865 0.51

  　流動資産並びに   定期預金 98,800,000 13.59 127,000,000 22.78

    ２号資産及び   その他の流動資産 11,455,125 1.58 22,168,123 3.98

　　３号資産に掲げる   信託 351,323,561 48.30 242,353,135 43.47

    投資資産以外の   有価証券 60,095,956 8.26 0 0.00

    投資資産   証券投資信託 9,951,348 1.37 9,958,239 1.79

  有価証券信託 32,682,442 4.49 25,744,882 4.62

計 567,654,357 78.05 430,089,244 77.15

　２号資産   投資不動産 39,281,524 5.40 32,030,809 5.74

  　不動産の取得及   宿泊経理へ貸付金 1,361,950 0.19 1,211,057 0.22

  　び不動産の取得を

    目的とする貸付金 計 40,643,474 5.59 33,241,866 5.96

　３号資産   貸付経理へ貸付金 119,021,246 16.36 94,178,428 16.89

  　その他の貸付金

727,319,077 100.00 557,509,538 100.00合                    計

平成２５年度

　また、本年度末の資産の構成割合は、１号資産１００分の７７．１５、２号資産１００分の５．９６、
３号資産１００分の１６．８９となっている。

（単位：千円・％）

平成２４年度
区                 　　　 　　分

イ　長期給付事業

〇　長期給付の給付状況

区     分

給付件数 給 付 額 給付件数 給 付 額

件 千円 ％ ％ 件 千円 ％ ％

退 職 共 済 年 金 1,252,787 344,205,289 4.9 3.5 1,296,430 345,464,222 3.5 0.4

退 職 年 金 173,092 80,259,836 △ 10.3 △ 10.8 154,110 68,375,499 △ 11.0 △ 14.8

減 額 退 職 年 金 12,326 3,167,256 △ 4.4 △ 5.9 11,727 2,930,398 △ 4.9 △ 7.5

通 算 退 職 年 金 4,843 698,156 △ 11.8 △ 12.7 4,192 595,085 △ 13.4 △ 14.8

脱 退 一 時 金 4 14,050 △ 50.0 △ 33.2 3 6,763 △ 25.0 △ 51.9

返 還 一 時 金 3 3,306 0.0 262.9 　－ 　－ 　－ 　－

退 職 給 付 （ 計 ） 1,443,055 428,347,893 2.7 0.4 1,466,462 417,371,967 1.6 △ 2.6

障 害 共 済 年 金 10,740 2,009,083 4.2 3.0 11,130 2,061,625 3.6 2.6

障 害 年 金 3,167 1,165,402 △ 7.8 △ 9.5 2,907 1,038,992 △ 8.2 △ 10.8

障 害 一 時 金 4 10,721 　－ 　－ 　－ 　－ 　－ 　－

障 害 給 付 （ 計 ） 13,911 3,185,206 1.2 △ 1.6 14,037 3,100,617 0.9 △ 2.7

遺 族 共 済 年 金 442,629 110,817,190 2.9 1.7 454,415 110,945,534 2.7 0.1

遺 族 年 金 67,469 14,645,250 △ 6.4 △ 6.7 62,900 13,566,431 △ 6.8 △ 7.4

通 算 遺 族 年 金 546 33,572 △ 6.0 △ 7.1 505 30,668 △ 7.5 △ 8.7

死 亡 一 時 金 　－ 　－ 　－ 　－ 2 4,973 　－ 　－

特 例 死 亡 一 時 金 1 3,943 0.0 △ 50.6 　－ 　－ 　－ 　－

遺 族 給 付 （ 計 ） 510,645 125,499,955 1.6 0.6 517,822 124,547,606 1.4 △ 0.8

合　計 1,967,611 557,033,054 2.4 0.4 1,998,321 545,020,190 1.6 △ 2.2

　備考　全額停止者については、給付件数に含めていない。

給付件数 給 付 額 給付件数 給 付 額
対前年度増減割合対前年度増減割合

平    成    24    年    度 平    成    25    年    度

　　組合員が退職、障害又は死亡した際に発生する年金の受給者数は、年々増加を続けてきたが、本年度は退職共済年金
　の支給開始年齢が引き上げられたことにより受給権発生した者がなかったことから前年度より受給者数が減少したこと、
　また、追加費用削減に伴う年金額の改定及び特例水準の解消により年金額の引下げが実施されたことから、給付総額は
　大幅に減となっている。

　　給付の件数は、１，９９８，３２１件で前年度より３０，７１０件の増、給付総額は、５，４５０億２，０１９万円
　で前年度より１２０億１，２８６万４千円の減となっている。



（エ）医療事業

　医療事業は２１支部において実施しており、その施設数は、病院１、診療所２０となっている。
　その利用状況は、利用件数８万８千８９５件で対前年度比１．５％の減、患者収入は１６億１，４４７
万５千円で対前年度比４．０％の増、また、１件当たりの金額は１万８千５９６円で対前年度比６．０％
の増となっている。

○医療施設の利用状況

平成24年度 平成25年度 平成24年度 平成25年度 平成24年度 平成25年度

件 件 件 件 件 件
80,843 79,310 9,397 9,585 90,240 88,895

千円 千円 千円 千円 千円 千円
1,468,866 1,532,686 83,776 81,789 1,552,642 1,614,475

円 円 円 円 円 円
18,169 19,325 10,948 10,892 17,545 18,596

(※) (※) (※) (※)
％ ％ ％ ％ ％ ％

件 数 2.4 △ 1.9 16.5 2.0 3.7 △ 1.5

金 額 1.0 4.3 △ 6.5 △ 2.4 0.6 4.0

１ 件
当 た り △ 1.3 6.4 △ 1.4 △ 0.5 △ 1.0 6.0
金 額

　※　歯科を委託により実施している支部は金額の計上がないことから、歯科及び合計の「１件当たり
　　金額」は、当該支部の歯科件数を除いた件数で金額を除している。

歯 科 合 計

件 数

金 額

１件当たり
金　 　額

対
前
年
度
増
減
割
合

区 分
一 般

ウ　保健事業等

　組合員とその被扶養者の健康保持・疾病予防その他健康増進のため、人間ドック利用補助、生活習
慣病等健康診査、健康教育、スポーツ施設の利用補助などの保健事業を実施し、支出総額は４２億
４千７百万円で前年度より１億５千３百万円の増となっている。
　高齢者の医療の確保に関する法律により、特定健康診査・特定保健指導事業を実施し、支出総額は
３億６千２百万円で前年度より１千５百万円の増となっている。
　定款第３６条第６号に規定する事業計画で定める事業として保育所事業を実施し、支出総額は２千
万円で前年度より２百万円の減となっている。

○保健事業等の実施状況

(単位：千円・％)

金 額
構 成
割 合

金 額
構 成
割 合

健康保持・疾病予防 3,273,409 80.0 3,406,506 80.2 133,097

体力増強・教養文化等 755,923 18.4 800,349 18.9 44,426

その他 64,846 1.6 40,043 0.9 △ 24,803

計 4,094,178 100.0 4,246,898 100.0 152,720

347,092 － 362,362 － 15,270

21,873 － 20,180 － △ 1,693

特定健康診査・特定保健指導事業

保育所事業

対前年度
増減額

平成２４年度 平成２５年度

保
健
事
業

種 別



オ　宿泊事業

  　宿泊事業は２５支部で実施し、２９の宿泊施設の経営を行った。
　　施設の利用状況は、宿泊利用者が３６万４千人で、前年度より８千人の減、会議・会
　食利用者が９３万人で、前年度より１０万５千人の減となっている。

○　宿泊事業の実施状況

（単位：人、％）

区 分

利 用 人 員 割 合 利 用 人 員 割 合

宿 泊 372,062 7,716 2.1 364,002 △ 8,060 △ 2.2

会 議 572,974 △ 37,120 △ 6.1 514,332 △ 58,642 △ 10.2

会 食 462,027 △ 15,681 △ 3.3 415,482 △ 46,545 △ 10.1

施 設 数 29 29

平成２４年度 平成２５年度

対前年度比較 対前年度比較
利用人員 利用人員

カ　貯金事業

    貯金事業は５支部において実施しており、貯金の種類は、普通貯金、積立貯金及び定期貯金

  である。

    組合員貯金件数は、３万５百件で前年度より３百件の減、貯金額は、１，２４３億５千８百万円

  で前年度より９億１千万円の増となっている。 

 ○  貯金事業の実施状況

件数 金額 件数 金額

件 千円 ％ ％ 件 千円 ％ ％

普 通 貯 金 380 278,312 △ 5.5 9.5 356 258,712 △6.3 △7.0

積 立 貯 金 18,869 101,644,743 △ 2.4 △ 0.5 18,824 102,752,019 △0.2 1.1

定 期 貯 金 11,630 21,525,245 △ 3.4 △ 3.8 11,365 21,347,153 △2.3 △0.8

合 計 30,879 123,448,300 △ 2.8 △ 1.1 30,545 124,357,884 △1.1 0.7

　　区分

種類

平成２４年度 平成２５年度

件数 金額

対前年度
増減割合 件数 金額

対前年度
増減割合



キ　貸付事業

　　貸付事業は、全支部において実施しており、貸付けの種類は、普通貸付、住宅貸付、一般災害貸付、住宅災害新規貸付、

　住宅災害再貸付、医療貸付、入学貸付、修学貸付、結婚貸付、葬祭貸付、高額医療貸付及び出産貸付である。

　　組合員貸付件数は、４万６千６百件で前年度より７千２百件の減、貸付残高は、１，１９７億９千４百万円で前年度より

　２４７億８千万円の減となっている。

○　貸付事業の実施状況

件　数 金　額 件　数 金　額

件 千円 ％ ％ 件 千円 ％ ％

10,299 5,769,289 △ 18.0 △20.0 8,555 4,701,643 △ 16.9 △18.5

35,687 134,512,293 △12.2 △16.5 31,217 111,583,084 △12.5 △17.0

一 般 災 害 貸 付 57 45,201 △1.7 △7.6 50 35,382 △12.3 △21.7

住宅災害新規貸付 156 777,716 △1.3 △6.5 136 615,920 △12.8 △20.8

住宅災害再貸付 10 61,395 △9.1 15.7 5 40,159 △50.0 △34.6

医療貸付 75 23,937 △15.7 △13.0 73 23,841 △2.7 △0.4

入学貸付 2,068 1,004,750 △18.2 △29.1 1,638 688,260 △20.8 △31.5

修学貸付 4,680 1,890,704 △7.9 △9.9 4,281 1,703,077 △8.5 △9.9

結婚貸付 569 392,457 △17.6 △18.7 474 320,744 △16.4 △18.3

葬祭貸付 167 95,835 △9.7 △18.9 140 81,580 △16.2 △14.9

0 0 △100.0 △100.0 0 0 - -

0 0 - - 0 0 - -

53,768 144,573,577 △13.3 △16.6 46,569 119,793,690 △13.4 △17.1合    計

　　　　　   区　分

種　類

出産貸付

平成２４年度

災
害
貸
付

住宅貸付

普通貸付

件　数

高額医療貸付

特
別
貸
付

対前年度

増減割合金　額

平成２５年度

件　数 金　額

対前年度

増減割合

ク　物資事業

    物資事業は、７支部において実施しており、事業内容は、物品の販売、食堂の経営等である。

　　年間売上高は、２６億８千９百万円で前年度より２億４千万円の減となっている。

（単位：千円、％）

金　　額 割　　合 金　　額 割　　合

物品販売 2,737,997 △ 68,983 △ 2.5 2,514,687 △ 223,310 △ 8.2

食　　堂 105,970 △ 6,432 △ 5.7 90,956 △ 15,014 △ 14.2

そ の 他 85,297 2,941 3.6 83,760 △ 1,537 △ 1.8

合　計 2,929,264 △ 72,474 △ 2.4 2,689,403 △ 239,861 △ 8.2

平成２５年度

対前年度比較
金　　額

○　物資事業の実施状況

区　　分
金　　額

対前年度比較

平成２４年度



１１　最近５か年間の業務の実施状況

（単位：件、千円、人）

年　　度

区　　分

短期 （件　　数） 7,941,823 7,797,232 7,750,682 7,722,156 7,503,573

給付 （金　　額） 88,326,501 89,452,725 91,767,618 88,625,727 86,933,878

長期 （件　　数） 1,817,381 1,871,557 1,921,972 1,967,611 1,998,321

給付 （金　　額） 549,641,386 554,984,785 554,801,366 557,033,054 545,020,190

保健 （人　　数） 105,722 105,517 105,675 107,018 107,666

事業 （金　　額） 2,553,558 2,542,336 2,575,483 2,652,779 2,693,396

医療 （一　　般） 81,478 80,783 78,986 80,843 79,310

事業 （歯　　科） 8,336 8,251 8,067 9,397 9,585

宿泊 （利 用 者） 416,381 395,147 364,346 372,062 364,002

事業 （施 設 数） 36 34 30 29 29

貯金 （件  　数） 33,751 32,570 31,771 30,879 30,545

事業 （金　　額） 129,411,003 126,451,742 124,812,099 123,448,300 124,357,884

貸付 （件　　数） 82,368 71,579 61,993 53,768 46,569

事業 （金　　額） 242,717,117 205,716,018 173,334,868 144,573,577 119,793,690

物資
（収　　入） 5,602,548 4,689,926 3,069,091 2,976,564 2,733,254

損 益 状 況 （支　　出） 5,565,001 4,635,430 3,205,161 2,974,019 2,785,326

事業
（当期利益） 37,547 54,496 △ 136,070 2,545 △ 52,072

貸 付

給 付

給 付

人 間 ﾄ ﾞ ｯ ｸ
利 用 状 況

利 用 件 数

宿 泊

平成２２年度平成２１年度 平成２５年度

貯 金

平成２３年度 平成２４年度



 

１２ 借入金及び国庫補助金等による資金調達の状況 

 

 （１）借入金 

 

    該 当 な し 

 

 （２）財政投融資資金 

 

    該 当 な し 

 

 （３）国庫補助金等 

 

    該 当 な し 

 

 

 

１３ 子会社及び関連会社並びに関連公益法人等に関する事項 

 

  該 当 な し 

 

 



 

 

１４  組合が対処すべき課題 

 

当共済組合は、医療保険等としての短期給付事業、年金保険としての長期給付事業

及び福利厚生のための福祉事業を、組合員、年金受給者等の生活の安定と福祉の向上

を図るため、関係者の理解と協力を得つつ実施してきているところである。 

 我が国は、人口減少時代を迎えるとともに高齢化が進展する中で、社会保障制度を

はじめとする各般の制度の見直しが求められている。こうした中、当共済組合におい

ては、我が国の社会保障制度が直面する構造的な課題に加え、組合員数の減少等もあ

り、短期経理、長期経理ともにその収支については引続き厳しい状況が見込まれる。 

特に、長期経理にあっては、本年度、給付に要する費用の再計算が予定されている

ところであるが、当共済組合はいわゆる成熟度が高いため、年金支給額は掛金・負担

金収入を上回り、今後とも長期給付積立金の減少が見込まれる。 

一方、政府は、被用者年金制度の一元化について、平成２７年１０月の実施に向け

準備するよう関係機関に求めている。また、社会保障・税番号制度を平成２８年１月

から導入することとした。さらに、予防・健康管理の推進に関する新たな仕組みづく

りを関係機関に求めている。 

これらはいずれも、当共済組合の事業運営に深く関わるものであることから、的確

に対応していく必要がある。 

さらに、政府は、今後の社会保障制度改革について、その全体像及び進め方を明示

した、いわゆる「社会保障制度改革プログラム法」に基づき推進するとしている。 

本年度の事業運営に当たっては、こうした当共済組合を取り巻く諸情勢や動向を踏

まえ、適時適切に必要な対応を行っていくとともに、業務・情報システムの最適化な

ど事務処理の簡素・効率化を更に進めながら、的確な事業の実施に努めていくことに

より、組合員、年金受給者等からの信頼を更に揺るぎないものとしつつ、サービスの

一層の向上を図っていかなければならない。 
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